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◆賃金構造基本統計調査都道府県別速報～平成17年～　　2月3日（厚生労働省） 

　・所定内給与額（一般労働者）は東京都が370,100円（平均勤続年数11.5年）で最も高く、青森県が222,800円（同

10.7年）で最も低い。 

◆個人企業経済調査～平成17年10－12月期結果速報～　　2月15日（総務省）  

　・個人企業の企業主の今期の業況ＤＩは、マイナス61.7で、前期（平成17年7～9月期）に比べ、2.1ポイントの改善。  

　・来期（平成18年1月～3月期）の業況見通しＤＩは、マイナス60.3で、今期の業況判断に比べ、1.4ポイントの改善の

見通し。 

◆国民経済計算～10－12月期・1次速報～　　2月17日（内閣府） 

  ・実質ＧＤＰ（国内総生産）成長率（季調値）は、前期比で1.4％（年率5.5％）とプラス成長。  

　・実質ＧＤＰ成長率の寄与度は、国内需要（内需）が0.8％、財貨・サービスの純輸出（外需）が0.6％。 

◆労働経済動向調査～平成18年2月～　　3月3日（厚生労働省） 

  ・常用労働者過不足判断Ｄ．I．（「不足」－「過剰」）は調査産業計で22ポイントと、不足超過幅が前期（20ポイント）より

も拡大している。 

◆労働力調査～平成17年都道府県別年平均完全失業率試算～　　3月3日（総務省） 

 ・都道府県別の完全失業率は、沖縄県7.9％、青森県6.9％の順に高く、福井県2.7％が最も低い。 

最 近 の 統 計 調 査 より  

2月11日～3月10日に公表された主な労働関係統計　　　　　　　　　　　　　　　　　　（月次統計を除く） 

　注目の統計・指標 

労働力調査詳細集計（平成17年平均）　　3月3日（総務省） 

～「正社員」は減少する一方、パートや派遣などの「非正規」は増加～ 
　総務省が3月3日に発表した「労働力調査詳細集計」（平成17年平均）によると、昨年の雇用者（役員除く）は前
年より32万人増加の5007万人。このうち、「正社員」は3374万人と対前年比で36万人減少する一方、パート・アル
バイトや派遣・請負などの「非正規」は対前年比69万人増の1633万人となった。増え続ける「非正規」の内訳をみ
ると、パート・アルバイトが1120万人（対前年比24万人増）、派遣社員は106万人（同21万人増）、契約社員・嘱託は
278万人（同23万人増）と、すべての雇用形態で前年より雇用者数が増加した。 
　他方、昨年の完全失業者数は対前年比19万人減少の294万人。これを「失業期間別」でみると、「3カ月未満」（103
万人）、「3～6カ月未満」（46万人）、「6カ月～1年未満」（46万人）がいずれも対前年比で3万人の減少となった。また、
「1年以上」（96万人）は対前年比で10万人減少となった。 
 

情報解析部 

資料：総務省「労働力調査」 
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主　要　労　働　指　標 

１５歳以上 
人口 

資料出所 

注1)短時間女性雇用者数は、非農林業に従事する週間就業時間が35時間未満の雇用者。 

総務省「労働力調査」 厚生労働省「一般職業紹介状況」 厚生労働省「労働経済指標」 
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人口 

短時間 
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者数1） 

就業者数 雇用者数 
失業者数 雇用保険受給者実人員 月間有効求職者数 

季調値 前年比 前年比 

新規求職 
申込件数 

資料出所 厚生労働省「一般職業紹介状況」 厚生労働省「毎月勤労統計調査」 
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現金給与総額 
（前年比） 

総実労働時間 
（前年比） 

所定外労働時間 
（前年比） 

労働生産性 
（製造業） 

賃金コスト 
（製造業） 

（前年比） 前年比 

資料出所 

注3）アメリカ：16歳以上。  イギリス：16歳以上。月数値については、2か月前からの3か月間の平均値である。 
　　 ドイツ　：公務員及び臨時雇用者を除く。  フランス：四半期値については雇用者数である。 

厚生労働省「毎月勤労統計調査」 労働政策研究・研修機構にて算出 
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国際比較 今月のキーワード解説 

　統計の系列について、国際比較することを考えてみましょう。 

　賃金やＧＤＰなどのデータは、各国においては、普通、それぞれの通貨で集計されています。こうした

データを比べようとすると、単位を揃える必要があります。換算の方法として最も一般的なのは、為替レ

ートを用いる方法です。 

　この為替レートによる換算は、国内での購買力をみるという観点からは、①建築物、保護産品、公共サ

ービスなど貿易の対象にならない商品・サービスの価格を十分に反映しない、②投機や国家間の資本移動

による影響を受けやすい、という問題があります。 

　そこで為替レートとは別の換算レートとして使われるのが、「購買力平価（ＰＰＰ、Purchasing Power 

Parity）」です。 

　購買力平価とは、一国の通貨と他国の通貨との換算比率の一種で、それぞれの通貨の購買力（買える財

やサービスの量）が等しくなるように計算して求められます。例えば、１商品だけで購買力平価を考えて

みますと、トマト１個の値段を日本では100円、米国で40セントとした場合、トマトでみた円とドルの購買

力平価は１ドル＝250円（100円÷0.4ドル）となります。 

　国際比較プログラム（International Comparison Programme：略称ＩＣＰ）は、各国通貨の購買力平価を

算定して、各国の国内総生産（ＧＤＰ）の実質比較を行うことを目的とした国際的事業です。 

 ＩＣＰ事業は、国連統計委員会の勧告に基づき、国連統計部により1969年に開始されました。わが国は、

第3期事業（1975年対象）から、関係府省の協力の下に、調査対象品目の価格データ、支出ウェイトのデー

タ提供を行ってきました。第６期事業（1993年対象）終了後、事業が中断されていましたが、事業実施体

制等の再構築が行われ、現在、世界銀行の主導により、2005年を対象年とする世界事業が開始され、わが

国もこれに参加しています。 

 また、このICP事業の一環として、OECDとEurostat（欧州連合統計局）の主導の下に、OECD加盟国及び

欧州連合加盟国による購買力平価プログラムが1980年から実施されており、わが国もこれに参加しています。

この事業は、現在、2005年ラウンド（2003～2005年）調査を実施しています。 

 

　さて、このたび、労働政策

研究・研修機構において、

「データブック国際労働比較

2006」を刊行いたしました。

その中で、日本を含む５カ国

における製造業の時間当たり

賃金を為替レートと購買力平

価換算し、比較するという試

算を行っております（表参照）。 

　データブック国際労働比較

2006をご利用いただけますと

幸いです。 


